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若戸トンネルでは沈埋トンネルという特殊な構造であることから，設計時から維持

管理計測が計画された．特に不可視部分は自動計測が採用された．供用後５年が経過

し，これまでの維持管理計測記録が収集されたため，これらを用いて沈埋トンネルの

構造安定性評価を実施した上で，今後の計測計画を検討するとともに，今後の調査計

画を策定した． 
キーワード :維持管理，沈埋トンネル，安定性評価, 加速度記録 

 

1. はじめに 

平成24年に開通した若戸トンネルは供用５年が経過

し，響灘地区などの港湾関連交通を中心に道路の利用

も増えてきている．また，平成30年12 月からは通行

料金が無料となり，物流コスト削減の観点から今後ま

すます重要な役割を担うことが期待されている． 

この若戸トンネルは，各種の計測計器を設置し現在

まで動態観測が行われてきた．供用期間中の施設の正

常な運用について，a)地盤の圧密沈下のように時間的

に収束に向かう現象に起因する事象，b)鋼材の劣化の

ように経過時間に依存して進行する事象，c)地震等の

作用に起因する事象，を適切に把握することが維持管

理の目的と考えられる．一般的に，動態観測を行うに

は計測機器のメンテナンス・維持費用がかかり，その

ための財源を確保し続ける必要がある．そこで，本検

討では５年分の計測データ結果を総括するとともに，

今後の適切な維持管理計画の提案を行った． 

2. 対象施設 

2.1 対象施設の概要 

若戸トンネルは，若戸大橋の慢性的な渋滞の解消，

響灘地区から戸畑・小倉方面へのスムーズな交通アク

セス確保のため洞海湾を海底トンネルで横断する新た

な臨港道路として計画された． 

若戸トンネルは，沈埋トンネル部・陸上トンネル部・

掘削部から構成され，若松区と戸畑区を直結させる延 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

項目 諸元 
トンネル 
の規格 

種別 臨港道路 
車線数 片側２車線、往復４車線 
トンネル延長 港湾管理区域 1,181 m（内、沈埋トンネル 557m） 
トンネル断面 27.9 m（幅） × 8.4 m（高さ） 
交通方式車線数 片側２車線．往復４車線／幅員 3.25 m ， 建築限界 4.7 m 
道路勾配 最大約５％ 
換気方式 自然換気 
併設道路 管理用通路（車道左側）および避難通路（上下線） 

沈埋トン

ネル構造 
構造形式 鋼コンクリート合成構造 
使用コンクリート 充填性コンクリート 
継手構造 施工継手（伸縮性止水ゴム式継手），本設継手（連結式鋼板式

剛継手） 
防錆対策 函外（電気防食），函内（塗装被覆） 
火災対策 耐火材の設置 

沈埋トン

ネル施工 
函体製作方法 コンクリート浮遊打設工法 
沈設方法 ワンタワーポンツーン方式 

陸上トン

ネル 
構造形式 ボックスカルバート（RC構造） 

掘削部 構造形式 U型擁壁（RC構造） 
 

表-1 若戸トンネルの概要 

図-1 若戸トンネル概要図 
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長約 1.2 ㎞の自動車専用道路であり，九州初の道路沈

埋トンネルである．本検討の対象範囲は，沈埋トンネ

ル部(557m)・陸上トンネル部(214.3m)・掘削部(409.7m)

を含めた1,181mの土木施設である． 

 

2.2 現状の維持管理方法 

本施設では，施工時，供用時の管理段階において計

測観測装置を用いて函体・継手応力や継手部変位，躯

体振動等の挙動を自動計測や目視等により一定期間観

測し，計器の健全性やトンネルの初期挙動を確認する

こととしていた．自動計測は施設築造後の平成24 年7 

月より計測開始され，またその同時期に点検計画を含

めた本施設の維持管理計画が立案されている．本施設

の維持管理計画書は，専門家ではなく未経験者や職員

による巡回点検を主とすることに配慮した内容となっ

ている． 

(1)点検による維持管理 

点検は地中構造物としての保全，道路トンネルとし

ての安全性の確保という機能的な面に加え，早期に適

切な対策を講じることによる維持管理費用の最小化や

設計供用期間中の健全性の確保を目的としている． 

当施設における点検の種類は，港湾構造物(係留施設

や外郭施設)と同様に目視や簡易計測による点検が主

となるが，異常時点検においては地震発生時とそれ以

外の事象に分類されている(図-2参照)． 

(2)計測による維持管理 

若戸トンネルの計測観測計画は，施工時の段階およ

び供用時の管理段階として計画され，トンネル内部に

は計測機器が設置されている．現在，計測は自動計測

とし，常時の静的観測と地震時の動的観測を実施して

いる． 

当初，施工時からの計測項目に供用時の計測項目を

追加して，供用開始から暫定的に２年間程度実施し，

計器の健全度やトンネルの初期挙動を確認したのちに

既往沈埋トンネルの事例等も考慮して総合的に安定性

を判断するとしていたものである． 

また供用中に想定される主要な現象と計測すべき挙

動を表-2に示す． 

(3)計測機器の種類と設置位置 

計測機器設置位置図を図-3に示す．また，計測機器

種類と個数を示す． 

・継手変位計：可とう継手に設置 

・加速度計 ：函体３ヶ所に設置 

・温度計  ：函体３ヶ所に設置 

・応力計(歪計測)：函体応力16ヶ所,剛継手応力20

ヶ所 

【計測機器設置の考え方】 

・函体：土被圧が最大となる１，７号函と最大水深

位置となる４号函の挙動把握 

・継手：伸縮性止水ゴムを用いた剛継手の安全性確認

のため，陸上トンネル部と函体が接続する１号函と

７号函の函体両端継手部と最大水深となる３号函と

４号函を接続する継手の挙動把握．変位が集中する

陸上トンネル部可とう継手の挙動把握(戸畑側) 

【計測管理値】 

・函体応力，剛継手応力：σa＝96N/mm2(管理値)未満 

・縦断測量，平面測量：隣接する測点の相対変位差が

10㎜以上の場合は，構造解析により健全性を確認 

・鋼板防食電位：測定箇所の1/2以上が250mV未満(亜

鉛照合電極) 

・その他計測項目には管理値なし 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

目視観察・簡易計測による
測量や非破壊検査など高度な検査
による。

初回点検

各施設全体の配置・運転状況等に
異常がないことを確認する。

巡回点検（1回／日）

日常の巡回時に変状の有無を確認
する。

日常点検（1回／月）

各施設全般について異常の有無ま
たはその徴候を発見する。重大な
損傷や劣化状況把握する。

定期点検（通常1回／5年）

詳細定期点検（1回／10年）

一般臨時点検

詳細臨時点検

一般地震時点検

詳細地震時点検

計測値の異常、目視点検による異
常が発生している場合は、状況に
応じて特別な点検を実施する。

維持管理計画への反映

維持補修対策の実施

維持管理開始

点検方法

総
　
　
合
　
　
評
　
　
価

通常時

震度Ⅳ以上の地震発生時に実施す
る。計測管理値の確認と巡回目視
点検を実施する。

震度Ⅴ以上の場合、交通制限等を
行い詳細点検を実施する。

異常時

日常点検では確認できない部位
を、目視および簡易工具等で確認
する。 通常の定期点検に加え、必要に応

じて、測量や非破壊検査を実施す
る。比較的長い間隔で実施する。

地震以外の施設に影響を与える事
象が発生した場合に実施する。

特段の異常

特段の異常

特段の異常

特段の異常

特段の異常

図-2 点検の種類と位置づけ 

想定される挙動 計測すべき挙動 計測項目

１．地震時

地震の発生により、構造部材が弾性限界
を超え、損傷を受ける可能性がある。ま
た、構造物に大きな変位が残留し、躯体
変形による内空不足、継手部の変形や漏
水、破損などが予想される。

耐震設計で考慮されている
現象であるが、被害が生じ
た場合の構造上の機能への
影響と、耐震設計法の検証
を目的に動的計測を行う。

・函体振動
・函体応力の動的変動
・剛継手応力の動的変
動
・スリップバー伸縮変位

２．周期変動

沈埋函は温度変化や潮位の影響を受け
て、周期的に変動すると想定される。特に
温度変化による函体挙動は主に軸方向に
伸縮すると考えられ、温度の高くなる夏季
に膨張し、冬季に収縮すると想定される。

設計値と照合することで、安
全性を確認する。

・函体内部温度
・スリップバー伸縮変位

３．経年変化

鋼材腐食等の構造部材の経年劣化に加
えて、函底地盤の圧密沈下や航路上の堆
積・浚渫による上載荷重の変化などの影
響を受け沈埋函は変状すると予想される。

定期的な観測や坑内点検に
より影響程度を定量的に把
握する。

・函体応力
・トンネル線形
・鋼板防食電位

表-2 供用中に想定される主要な現象と計測すべき挙動 
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3. 安定性評価 

3.1 安定性評価の方法 

安定性の評価は，これまでに収集された維持管理計

測記録を用いて検討した． 

1)静的データ(継手変位・函体温度・応力・測量) 

・機器による自動計測データ(継手変位・函体温度・応

力) 

【計測期間】2012年７月より観測開始 

【計測間隔】10分間隔(１年間で52,560) 

【使用データ数】2012 年７月～2017 年９月(約

275,760データ) 

・測量データ 

【計測期間】2013年より測量開始(毎年２月(もしく

は３月)と９月(もしくは10月)の年２回計測) 

【計測内容】鉛直変位および目開き変位 

2)動的データ(継手変位・応力・躯体振動) 

3)点検結果 

・初期状態および平成29年度実施結果 

3.2 静的データの解析(その１) 

計測された全データに対してスムージング処理し１

日あたり１データに圧縮した上で全体的な傾向を確認

した．データの傾向は下記のとおりである(図-4参照)． 

・各計測機器の収録データより，年度間の差異はほと

んどなく一年ごとにサインカーブを描き推移しており，

函体温度の変動がデータ推移に影響している． 

 

 

 

・継手部変位量は 10 ㎜程度である(机上検討では温度

変化±10℃で約25㎜)． 

・函体応力・剛継手応力は最大 0.1 N/㎜ 2程度であり

非常に小さく，地盤沈下等による応力は発生していな

いものと考えられる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図-4 継手変位、函体応力、函体温度（長期的な傾向) 
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3.3 静的データの解析(その２) 

詳細な時間間隔でデータの傾向を確認するために計

測生データを確認した．解析期間は，2015年２月(冬季)

および2015年９月(夏季)を対象とした． 

データの傾向は下記のとおりである(図-5参照)． 

・一定期間の細かな時間間隔でデータを確認したとこ

ろ，異常な計測値は確認されなかった． 

・函体の応力・変位ともに函体の温度との相関が高く，

潮位変動との相関はあまり見られないことが確認さ

れた． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.4 動的データの解析 

若戸トンネルでの地震観測開始以降(2012 年７月以

降)に，当該地区(北九州市若松区および戸畑区)で震度

２以上を観測した地震をピックアップした． 

・震度２以上は計22回発生 

・熊本県を震央とする地震(熊本地震)に起因するもの

が17回 

・震度３を超える地震は６年間で６回 

得られた記録のうち，最大震度を計測した2016年４月

16日(01:25:26)の加速度時刻歴波形を図-6に示す． 

・計測された最大加速度 (x：東西，y：南北) 

【１号函】x方向：30gal，y方向：25gal，z方向：15gal 

【４号函】x方向：22gal，y方向：34gal，z方向：14gal 

なお，同時刻に近隣の K-NET 北九州で観測された加

速度時刻歴波形は下記のとおりであった． 

NS方向：37gal，EW方向：61gal，z方向：28gal 

 この地震時の計測値はK-NET北九州での約50％であ

ったが，波形の特徴が似ていることが確認された． 

地震による加速度は非常に小さいが，函体応力・剛

継手応力は地震時の挙動がみられない．また，可とう

継手の最大変位は地震時に１㎜に満たず，温度伸縮幅

(25㎜)の１割以下であることが確認された． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.5 点検結果 

1)初期状態 

維持管理の観点から初期状態における問題点は，竣

工検査においては全く確認されなかった． 

2)平成29年時点 

戸畑側陸上トンネル部(ひび割れ，漏水，遊離石灰)

および舗装部(継手部ひび割れ)に損傷が確認されてい

る．  

3.6 安定性評価のまとめ 

観測データ解析結果を踏まえ，トンネルの安定性に

大きく影響する変状が見られないことや長期的な変化

がないことが確認できた． 

これらを踏まえて，トンネル全体としては安定して

いると判断した． 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-5 函体応力と潮位変動の比較（冬季・夏季) 

図-6 加速度時刻歴波形（東西、南北、鉛直) 

0

60

120

180

240

0.00

0.02

0.04

0.06

0.08

2015/2/1 0:00 2015/2/8 0:00 2015/2/15 0:00 2015/2/22 0:00 2015/3/1 0:00

潮
位

(
c
m
)

応
力

（
N
/
㎜
2
）

1号函応力・断面1(2015年2月)
港外・上1生データ 港外・上1フィルター処理
港外・横1生データ 港外・横1フィルター処理
港内・上1生データ 港内・上1フィルター処理
港内・横1生データ 港内・横1フィルター処理
日明潮位

0

60

120

180

240

-0.04

-0.02

0.00

0.02

0.04

2015/9/1 0:00 2015/9/8 0:00 2015/9/15 0:00 2015/9/22 0:00 2015/9/29 0:00

潮
位

(
c
m
)

応
力
（

N
/
㎜

2
）

1号函応力・断面1(2015年9月)
港外・上1生データ 港外・上1フィルター処理
港外・横1生データ 港外・横1フィルター処理
港内・上1生データ 港内・上1フィルター処理
港内・横1生データ 港内・横1フィルター処理
日明潮位

-40

-30

-20

-10

0

10

20

30

40

50 60 70 80 90 100 110

（
ga
l）

時間（秒）

DA_4T_X 時刻歴波形図 2016/04/16-01：25：26

19gal

22gal

-40

-30

-20

-10

0

10

20

30

40

50 60 70 80 90 100 110

（
ga
l）

時間（秒）

DA_4T_Y 時刻歴波形図 2016/04/16-01：25：26

25gal

34gal

-40

-30

-20

-10

0

10

20

30

40

50 60 70 80 90 100 110

（
ga
l）

時間（秒）

DA_4T_Z 時刻歴波形図 2016/04/16-01：25：26

12gal

14gal



沿岸技術研究センター論文集 No.19(2019) 

 - 17 - 

4. 計測計画の検討 

4.1 点検計画 

点検計画は安定性の評価結果を踏まえ，道路トンネ

ル定期点検要領や類似の構造形式を有しており効率的

な維持管理が計画されている東京港臨港道路南北線の

維持管理計画(案)を参考に，今後の点検計画を検討し

た． 

点検の目的・頻度・方法・点検箇所に関する道路ト

ンネル定期点検要領 4)と現行の点検計画との比較およ

び定期点検項目に関する東京港臨港道路南北線 1)との

比較を下に示す． 

表-3 点検概要の比較 

(現行維持管理計画と道路トンネル定期点検要領) 

 
 

表-4 定期点検項目の比較 

(現行と東京港臨港道路南北線) 

 

 

点検計画については，トンネル全体の安定性が確認

されており，測量結果からも特段の異常は確認されて

いないことから，今後は道路トンネル定期点検要領に

準じることを基本とするが，巡回点検においては人間

による目視の他，カメラ等の機器を用いる方法や耐火

被覆の点検においては近接目視による方法等，点検箇

所に応じて適切な方法で点検を実施することとした． 

点検内容については以下のとおりである． 

① 縦断線形(レベル・トラバース測量)は，これまで

の計測結果より特段の異常が見られないことから，今

後は必要に応じて実施する． 

② 深浅測量についても，縦断線形と同様，必要に応

じて実施する． 

③ 内鋼板および継手部の腐食については，地震時の

調査は不要と考え実施しないこととする． 

④ 外鋼板の防食電位は，定期点検にて確認がとれて

いれば日常点検および地震時の調査は不要とする． 

⑤ 臨時点検の点検内容は，劣化や腐食については定

期点検にて確認することを基本とし，その他点検内容

については各々の事象に対して必要と考えられる項目

とする． 

 

4.2 機器による自動計測 

静的データおよび動的データ，点検結果によるトン

ネルの安定性評価結果を考慮し，今後の計測計画は以

下のとおりとする． 

データ解析結果を踏まえ，トンネルの安定性に大き

く影響する変状が見られないことから，設計の妥当性

評価するための計測継続は必要ないと考えられる． 

ただし，下記の理由から，躯体振動に関しては近隣 

施設における加速度計の計測結果を用いて代用でき

るか検討し，新たな提案を行うものとする． 

・トンネル全体としては安定しているといえるが，

設計用入力地震動(L1,L2)レベルの大きな地震が観

測されていない． 

・観測機器の残寿命が20年程度残っている． 

 
表-5 今後の点検内容項目・頻度 
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・加速度計による計測意義として，地震時に再現計

算を実施し見えない箇所の評価を行う際に，地震を

モデル化する際にキャリブレーションに用いるこ

とができる． 

 

(1)加速度計の代替可能性の検討 

1) 近隣の加速度計 

若戸トンネル近隣では若戸大橋において加速度計を

設置し観測がなされているため，若戸大橋での観測結

果について検討する．若戸大橋の土質条件は，近傍の

３つのボーリング調査結果を用いて検討した．また，

若戸トンネルにおいては，１号函を対象とし，２つの

土層モデルを検討に用いた． 

2) 比較地震の抽出 

比較する地震は，当該地区(北九州若松区および戸畑

区)で震度２以上を観測した地震の中から，上位４波形

とした．本検討での波形の比較は全てケース２を対象

として掲載する． 

・ケース１  2016/4/16    1:46:14  計測震度 3.2 

・ケース２  2014/3/14    2:07:08  計測震度 3.0 

・ケース３  2016/4/14   21:26:55  計測震度 2.9 

・ケース４  2016/4/16    9:48:52  計測震度 1.9 

なお，加速度計のX方向，Y方向，Z方向は若戸トン

ネル，若戸大橋共に東西方向，南北方向，上下方向で

あり，計測時間は若戸トンネルが約 240 秒間，若戸大

橋が約60秒間である． 

3) 波形の比較 

Ⅰ.加速度および速度(地表面) 

【加速度】 

加速度のピーク値：z方向で若干，若戸トンネルが大

きい．波形は概ね類似している． 

最大加速度：若戸トンネル33gal，若戸大橋：28gal 

【速度】 

ケース２では速度の絶対値と形状に類似性がみられ，

それ以外の３ケースは速度の絶対値は小さいが形状は

類似している． 

Ⅱ.加速度フーリエスペクトル(工学的基盤) 

使用した波形データは 60 秒間であることから，0.1

～1Hz 程度の周期帯(周期 10s 程度まで)でのスペクト

ル形状に着目すると，類似性がみられる． 

Ⅲ.スペクトル比と加速度応答スペクトル(工学的基

盤) 

【スペクトル比】 

スペクトル比が 1.0 前後であればスペクトル形状が

類似していると考えられ，極端に大きくなる箇所もみ

られるが，1.0付近も確認できる．加速度計の設置位置

が沈埋函内部と陸上部の建屋内と異なることから，構

造物の応答が影響している可能性も考えられる． 

【加速度応答スペクトル】 

加速度フーリエスペクトルと同様に，0.1～1Hz(周期

１～10s)ではスペクトル形状に類似性が見られる． 

Ⅳ.速度PSI値 

若戸トンネルで最大8.3㎝/s1/2，若戸大橋で最大7.3

㎝/s1/2となり，ほぼ同程度の値が得られた． 

 

4) 検討結果 

加速度計の観測波形およびスペクトル形状の類似性

から，若戸大橋での観測結果による代替は可能である

と考えられる． 

 

工学的基盤E

2E=E+F

地震計観測記録

NS,EW,UDの3成分

2E=E+F

若戸大橋

G.L.-13.0

工学的基盤2E

2E=E+F

若戸大橋

G.L.-13.0

2E=E+F

地震計設置位置で

の設計用地震動の

2E波

若戸トンネル

設計地震動

E+F

G.L.-28.0

工学的基盤2E

比較

①あらかじめ、若戸トンネルの設計地震動にて若戸大橋地表面での設

計地震波形を算出

②若戸大橋で観測された波形を比較し、若戸トンネ

ルに作用した地震動の影響を推定

図-7 地震動比較イメージ 
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(2)計測計画の提案 

前項での若戸大橋での加速度計測記録による代用の

検討結果を踏まえて，今後の計測計画を下記のとおり

とする． 

静的観測：施設全体の安定性が確認されたことから終

了させる．なお，トンネル部で漏水やクラッ

ク等の変状が確認されているが，目視調査等

で経過観察するものとする． 

動的観測：若戸大橋での観測結果で代替できることか

ら終了させる． 

 

(3)若戸大橋での地震観測記録の活用方法の提案 

若戸大橋での地震観測結果は下記の考え方での活用

を検討する(図-7)． 

・若戸トンネルの設計に用いたL1地震およびL2地

震の工学的基盤の地震波形(2E)を若戸大橋の地震

計設置位置の工学的基盤に入力し，地震計設置位置

(地表面)での設計地震波形(E+F)をあらかじめ算出

しておく． 

・若戸大橋で観測された波形(E+F)と上記の設計地震

波形(E+F)を比較し，若戸トンネルに作用した地震

動の影響を推定する． 

 

得られる地震動に対して，下記の項目を指標として

比較する． 

① 最大加速度 

② 速度のPSI値 

③ 計測震度相当値 

④ 加速度フーリエスペクトルの形状 

 

 

表-6 設計地震動の比較指標 

 
 

 

 

 

 

4. まとめ 

供用後５年が経過した沈埋トンネルを対象に，これ

までに収集された維持管理計測記録を用いて構造安定

性評価を実施した上で，自動計測を今後も継続するか

否かを検討し，新たな計測計画を立案した．有識者に

よる委員会も踏まえ，以下にその結果を示す． 

■施設全体の安定性 

静的観測結果(沈埋函応力・継手変位・測量・函体温

度)や動的観測結果(躯体振動)，点検結果を踏まえ，ト

ンネル全体は安定していると考えられる．また，計測

データに異常値はみられない． 

■計測計画 

施設全体の安定性が確認できたことから，静的観測

は終了させる．動的観測についても若戸大橋での観測

結果で代替できることから終了させる． 

■今後の点検計画について 

基本的には道路トンネル定期点検要領に準じること

を基本とする．ただし，現時点で変状が確認されてい

る箇所や維持管理上注意を要する箇所については，重

点点検箇所と定めて今後継続管理するものとする．こ

れらの点については，施設保有者と管理者で協議のう

え，維持管理計画書や点検マニュアルへ反映させる． 
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　　　　　　比較項目

設計地震動
地盤モデル

最大加速度
(gal)

速度のPSI値

(cm/s1/2)

計測震度
相当値

加速度フーリエ
スペクトル(gal*sec)

L1地震動 186.28 39.28 5.0

L2地震動 149.40 52.30 5.0

L1地震動 223.19 36.69 5.1

L2地震動 179.76 47.15 5.2

　　　　　　比較項目

設計地震動
地盤モデル

最大加速度
(gal)

速度のPSI値

(cm/s1/2)

計測震度
相当値

加速度フーリエ
スペクトル(gal*sec)

L1地震動 202.12 30.43 4.9

L2地震動 357.50 40.90 5.4

L1地震動 224.26 31.43 4.9

L2地震動 235.04 41.99 5.3

L1地震動 169.02 29.64 4.8

L2地震動 251.74 36.54 5.1

B1-T-3

B2-T-1

質点8

質点9

若戸トンネル

若戸大橋

B1-T-2

下図参照

下図参照

下図参照

下図参照

下図参照
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